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１ 目 的 

  農業競争力強化支援法（平成 29 年法律第 35 号）第８条第４項で定める都道府県が有

する種苗の生産に関する知見の民間事業者への提供について、本県農林業及び食品産業

の振興に資するよう適切に行うことを目的に本取扱方針を定める。 

 

２ 種苗生産に関する知見 

  本取扱方針において対象とする知見は、新潟県農業総合研究所及び新潟県森林研究所

が有する種苗に関する知見（育種技術、育成品種、育種素材、種苗生産技術など）のす

べてとする。（ただし、研究成果や学会論文などにより公表している知見は除く。） 

 

３ 知見の提供対象者 

  本取扱方針における提供対象者は、自ら有する種苗に関する知見とともに、提供され

た知見を活用して、本県農林業及び食品産業の振興に寄与する品種育成や種苗生産など

の技術開発を行う民間事業者とする。 

 

４ 事務手続（別添フロー図参考） 

（１）知見提供を受けようとする民間事業者は、あらかじめ、知見を有する試験研究機関

に対し、提供の目的などについて事前説明を行った上で、依頼書を提出する。 

 

（２）依頼書の提出を受けた試験研究機関の長は、民間事業者の技術開発等の目的や内容

についてヒアリングを行うとともに、別に定めるチェックリスト等に基づき知見提供

の可否判断を行った上で、農林水産部長に協議する。 

 

（３）農林水産部長は、必要により県内関係機関・団体から意見を聞いた上で、試験研究

機関の可否判断についての協議結果を試験研究機関の長に回答する。 

 

（４）回答を受けた試験研究機関の長は、民間事業者に対して知見提供の可否について回

答する。 

 

５ 知見提供に際しての措置 

  民間事業者への知見提供にあたっては、「種子・種苗の開発について（平成 30 年１月 

10 日付け農林水産省食料産業局長等連名通知）」の３で求めている共同研究契約等の締 

結のほか、試験研究機関が従前より定めている種苗等の提供に関する手続などの措置を 

適切に講じることとする。 



別添（参考） 

 

「４ 事務手続」に係るフロー図（新潟県農業総合研究所の場合） 
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